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１．基本設計の目的 

能代山本広域市町村圏組合（以下「組合」という。）は、圏域である能代市、藤里町、三種町及

び八峰町から発生する可燃ごみ、不燃ごみ及び粗大ごみを処理するため、南部清掃工場及び北部

粗大ごみ処理工場を設置し、施設の維持管理・運営を行っている。南部清掃工場は平成７年の稼

働開始後 24 年が、北部粗大ごみ処理工場は昭和 61 年の稼働開始後 33 年がそれぞれ経過して

おり、設備・装置等の老朽化が進行してきている。こうした状況を踏まえ、組合の最適な廃棄物

処理システムの構築を目的として、現行施設の統合や規模、効率や経済性を含めて、検討・整理

した「一般廃棄物処理施設整備基本構想」（以下「基本構想」という。）を平成 28 年３月に策定

した。その後、基本構想を踏襲して新たな一般廃棄物処理施設の処理方式や用地選定、最終処分

場の在り方について検討することを目的として、「一般廃棄物処理施設整備検討委員会」を設置し、

同委員会の答申を受け、南部清掃工場の更新施設として新たな可燃ごみ処理施設をストーカ式焼

却方式にて建設すること、北部粗大ごみ処理工場の更新施設として不燃ごみ・粗大ごみ処理施設

を可燃ごみ処理施設に併設して建設すること、また、これらの２施設を能代市竹生地区に整備す

ることを決定してきたところである。 

一般廃棄物処理施設整備基本設計策定業務については、基本構想で掲げた「施設整備の基本方

針」に則った可燃ごみ処理施設及び不燃ごみ・粗大ごみ処理施設（以下、総称して「本施設」とい

う。）の整備・運営事業の推進に向けて、圏域から搬入されるごみ量、ごみ質及び建設地の状況及

び都市計画条件等を把握したうえで、本施設の施設規模、環境保全計画、余熱利用計画及び残さ

処理計画を定めるとともに、機械設備及び建築に係る整備内容、配置動線計画、工事工程、財源

計画及び運営・維持管理計画等の基本的な事項を定めることを目的として実施するものである。 

 

２．施設整備の基本方針 

施設整備の基本方針 

（１）生活環境の保全に配慮した施設 

可能な限り環境負荷を低減し、施設周辺の生活環境の保全に努めるものとする。また、国

及び県の基準より厳しい、自主基準を定め、公害の発生を防止するとともに、自主基準を遵

守していることを明らかにするため、排ガス濃度等の運転状況を公開する。 

（２）循環型社会に貢献する施設 

ごみの焼却処理に伴って発生する熱を積極的に回収して、有効利用し、化石燃料の使用量

を抑制して温室効果ガスの排出抑制に寄与する施設とする。 

（３）災害に強い施設 

東日本大震災の教訓を踏まえ、耐震化、不燃堅牢化、浸水対策等の災害対策を講じ、大規

模災害時にも稼働を確保できる施設とする。 

（４）地域コミュニティの場として活用できる施設 

施設建設用地の一部を活用して、地域住民の交流の場を確保し、地域振興に貢献できる施

設とする。 

（５）経済性、効率性に優れた施設 

施設の建設だけでなく、維持管理費を含めたライフサイクルコストの低減を意識した施設

とする。また、効率的な施設運営を目指す。 
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３．施設整備の基本条件 

（１）建設地及び事業実施区域 

建設地の場所、事業実施区域の面積及び都市計画の指定状況を以下に示す。 
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建設地の都市計画の指定状況 

建設地の場所 
能代市竹生字天神谷地 122-1、
121-1、122-3、121-4 

事業実施区域面積 約 5.2ha 

都市計画区域の内外 都市計画区域内 

用途地域 非線引都市計画区域 

建ぺい率 70%以下 

容積率 200%以下 

日影規制 

（日影発生時間を右
記時間未満とする） 

敷地境界線から 
5m を超える範囲：５時間 
10m を超える範囲：３時間 

（測定水平面の高さ：４ｍ） 

道路高さ制限 
前面道路の反対側境界線からの水平
距離×1.5 以内 

隣地高さ制限 
基準高さ 31m＋隣地境界線からの
水平距離×2.5 以内 

地区計画区域 指定なし 

都市計画緑地 指定なし 

都市計画公園 指定なし 

防火地域 指定なし 

高度地区 指定なし 

砂防指定地 指定なし 

 

八峰町 

能代市 

150m 0 300m 600m 

  

事業実施区域   
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（２）人口 

構成市町の人口推移を以下に示す。将来人口は減少傾向にあり、令和 37 年度においては、

平成 30 年度の半分以下の人口となる。 

 

（３）ごみ量 

ごみの分別区分毎のごみ量推移を以下に示す。ごみの分別区分のうち、本施設の処理対象ご

みとなるのは、可燃ごみ、不燃ごみ及び粗大ごみである。 

 

（４）計画年間ごみ処理量の設定 

本施設は、令和８年４月の供用開始を目標としている。組合においては、経年的にごみ量が

減少する予測であることから、施設稼働当初のごみ量が最大となる。このため、本施設の計画

目標年度を令和８年度と設定する。計画目標年度における本施設の処理対象ごみ別のごみ量は

以下に示すとおりである。 

区  分 ごみ量 

可燃ごみ処理施設 22,447ｔ/年 

 可燃ごみ 22,151ｔ/年 

 不燃ごみ・粗大ごみ処理施設からの可燃残さ 296ｔ/年 

不燃ごみ・粗大ごみ処理施設 1,026ｔ/年 

 不燃ごみ 956ｔ/年 

 粗大ごみ 70ｔ/年 

H26年度 H30年度 R2年度 R7年度 R12年度 R17年度 R22年度 R27年度 R32年度 R37年度

実績 将来推計

八峰町 7,800 7,115 6,694 5,824 5,031 4,302 3,618 2,999 2,439 1,932

三種町 18,012 16,522 15,785 13,970 12,257 10,648 9,104 7,659 6,307 5,041

藤里町 3,602 3,252 3,073 2,644 2,247 1,888 1,558 1,269 1,016 794

能代市 56,592 52,819 51,026 46,139 41,375 36,828 32,369 28,095 23,998 20,072

合計 86,006 79,708 76,578 68,577 60,910 53,666 46,649 40,022 33,760 27,839
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八峰町 7,800 7,115 6,694 5,824 5,031 4,302 3,618 2,999 2,439 1,932

三種町 18,012 16,522 15,785 13,970 12,257 10,648 9,104 7,659 6,307 5,041

藤里町 3,602 3,252 3,073 2,644 2,247 1,888 1,558 1,269 1,016 794

能代市 56,592 52,819 51,026 46,139 41,375 36,828 32,369 28,095 23,998 20,072

合計 86,006 79,708 76,578 68,577 60,910 53,666 46,649 40,022 33,760 27,839

H26年度 H30年度 R2年度 R7年度 R12年度 R17年度 R22年度 R27年度 R32年度 R37年度

実績 将来推計

集団回収 76 51 48 42 38 33 29 25 21 18

資源ごみ 2,331 1,922 1,829 1,625 1,438 1,267 1,103 947 800 662

埋立ごみ 173 141 135 132 130 128 127 126 125 124

粗大ごみ 75 106 79 71 64 58 51 45 40 35

不燃ごみ 1,190 1,174 1,057 999 948 898 853 808 767 725

可燃ごみ 26,517 24,785 24,033 22,448 20,968 19,584 18,248 16,992 15,805 14,518

合計 30,362 28,179 27,181 25,317 23,586 21,968 20,411 18,943 17,558 16,082
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資源ごみ 2,331 1,922 1,829 1,625 1,438 1,267 1,103 947 800 662

埋立ごみ 173 141 135 132 130 128 127 126 125 124

粗大ごみ 75 106 79 71 64 58 51 45 40 35

不燃ごみ 1,190 1,174 1,057 999 948 898 853 808 767 725

可燃ごみ 26,517 24,785 24,033 22,448 20,968 19,584 18,248 16,992 15,805 14,518

合計 30,362 28,179 27,181 25,317 23,586 21,968 20,411 18,943 17,558 16,082



- 4 - 

（５）計画ごみ質 

組合の既存施設である南部清掃工場の平成 26 年度～平成 30 年度におけるごみ質分析結果

を基に、可燃ごみ処理施設の計画ごみ質を、北部粗大ごみ処理工場の平成 26 年度～平成 30

年度における搬出量を基に、不燃ごみ・粗大ごみ処理施設の計画ごみ質を設定した。 

■可燃ごみ処理施設の計画ごみ質 

項  目 低質ごみ 基準ごみ 高質ごみ 

低位発熱量 
(kcal/kg) 1,300 2,000 2,700 

(kJ/kg) 5,500 8,500 11,500 

三
成
分 

全水分 (％) 61.6 54.1 46.6 

灰分 (％) 6.2 5.3 4.4 

可燃分 (％) 32.2 40.6 49.0 

単位体積重量 (ｔ/m3) 0.303 0.247 0.191 

（可燃分（基準ごみ）中の元素組成） 

 炭素 水素 窒素 硫黄 塩素 酸素 可燃分 

乾ベース 58.07％ 8.13％ 0.93％ 0.05％ 0.44％ 32.38％ 100.00％ 

■不燃ごみ・粗大ごみ処理施設の計画ごみ質 

鉄 アルミ 可燃残さ 不燃残さ 合計 

20.3％ 0.9％ 28.８％ 50.０％ 100.0％ 

（６）施設規模 

可燃ごみ処理施設の規模 

計画目標年度である令和８年度の計画年間ごみ処理量を年間日数 365 日で除した計画年

間日平均処理量、実稼働率及び調整稼働率から以下のとおり算出し、80ｔ/日と設定する。 

施設規模＝計画年間日平均処理量÷実稼働率※１÷調整稼働率※２ 

    ＝（22,447（ｔ/年）÷365 日）÷0.808÷0.96 

    ＝61.5（ｔ/日）÷0.808÷0.96＝79.3（ｔ/日）≒80（ｔ/日） 

※１：295 日（年間停止日数 70 日で設定（注１））÷365 日≒0.808 

（注１）組合における処理対象ごみ量は供用開始１年目以降漸減にあり、20 年目の

令和 27 年度には対令和８年度比で約 3/4、30 年目の令和 37 年度には約

2/3 に減少すること、また、ストーカ方式の稼働実態としては、年間稼働日

数は 300 日を超えていることを考慮し、想定操炉計画における年間停止日

数を 70 日と設定する。 

※２：故障の修理、やむを得ない一時休止等のため処理能力が低下することを考慮した係数

であり、環境省通知では 96％としている。 

不燃ごみ・粗大ごみ処理施設の規模 

計画目標年度である令和８年度の計画年間日平均処理量、実稼働率及び計画月変動係数か

ら以下のとおり算出し、５ｔ/日と設定する。 

施設規模＝計画年間日平均処理量÷実稼働率※３×計画月変動係数※４ 

    ＝（1,026（ｔ/年）÷365 日）÷0.740×1.32 

    ＝2.8（ｔ/日）÷0.740×1.32＝5.0（ｔ/日）≒５（ｔ/日） 

※３：270 日（注 2）÷365 日≒0.739 

（注２）日曜日、正月休み、第一・第三土曜日、祝日を除く稼働日数を 270 日と設

定する。 

※４：計画月変動係数は平成 26 年度～平成 30 年度の各年度の月最大変動係数の平均であ

る 1.32 と設定する。 
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（７）公害防止基準 

本施設の整備に当たり、各種法律及び近隣自治体の事例を踏まえ設定した排ガスの基準値を

はじめとする各種公害防止基準を以下に示す。 

項  目 基準値 法規制値等 

排ガス 

ばいじん（g/m3N）※1 0.01 以下 0.08 以下 

硫黄酸化物（ppm）※2   50 以下 
Ｋ値規制※3 

Ｋ値＝17.5 

窒素酸化物（ppm）  100 以下 250 以下 

塩化水素（ppm）   50 以下 430 以下 

ダイオキシン類（ng-TEQ/m3N）※4   0.1 以下  1.0 以下 

水銀（μg/m3N）   30 以下 
左記基準値は法規制値で

設定している。 

排 水 

本施設から排出されるプラント排水及び生活排水について

は敷地外には排水しないクローズドシステム（無放流方

式）とし、雨水排水については雨水処理設備による地下浸

透とする。 

－ 

騒 音 

昼間（午前 8 時～午後 6 時）（dB） 65 以下 
事業実施区域は規制区域

に指定されていないため、

左記基準値は騒音規制法

で定める第３種区域の基

準値を準用して設定して

いる。 

朝夕（午前 6 時～午前 8 時及び 

   午後 6 時～午後 9 時）（dB） 
60 以下 

夜間（午後 9 時～翌午前 6 時）（dB） 50 以下 

振 動 

昼間（午前 8 時～午後 7 時）（dB） 65 以下 
事業実施区域は規制区域

に指定されていないため、

左記基準値は振動規制法

で定める第２種区域の基

準値を準用して設定して

いる。 

夜間（午後 7 時～翌午前 8 時）（dB） 60 以下 

悪 臭 

悪臭防止法で定

める特定悪臭物

質ごとに規制基

準値以下とする。 

事業実施区域は規制区域

に指定されていないため、

左記基準値は悪臭防止法

で定める特定悪臭物質ご

との基準値を準用して設

定している。 

焼却灰及び 

飛灰固化物 

カドミウム（mg/L）    0.3 以下 

左記基準値は法規制値で

設定している。 

鉛（mg/L）    0.3 以下 

六価クロム（mg/L）    1.5 以下 

ひ素（mg/L）    0.3 以下 

水銀（mg/L） 0.005 以下 

セレン（mg/L）    0.3 以下 

アルキル水銀 検出されないこと 

1,4 ジオキサン（mg/L）    0.5 以下 

ダイオキシン類（ng-TEQ/g）※4    3.0 以下 

※１：m3Nは、排ガス量などの体積を表す単位で、温度０℃、１気圧の標準状態に換算した１m3のガス量を表す。 

※２：ppm は、濃度の単位で100万分の1 を表す。例えば、1m3の空気中に1ｃｍ3の二酸化硫黄が混じっている場

合の二酸化硫黄濃度を1ppm と表す。 

※３：硫黄酸化物の排出基準値はＫ値規制で行われる。これはそれぞれの地域ごとに定められるＫ値と、施設の有効煙突

高さとから排出基準を算出する方式で、煙突による拡散効果を考慮した規制方式となっている。煙突高さ59ｍ、

排ガス量11,410m3N/h、排ガスの排出速度20m/s、排ガス温度140℃の条件で試算すると、Ｋ値＝17.5 は

約6,480ppm となる。 

※４：ｎ（ナノ）は１０の整数乗倍を表す接頭語であり、10－9（10億分の1）（μ（マイクロ）は10－6（100万分

の1））を表す。TEQは毒性等量であることを示す。ダイオキシン類は、200種類以上の異性体が存在し、毒性

があるのは29種類である。毒性はそれぞれ異性体によって異なるので、最も毒性が強い2,3,7,8-TeCDDの毒

性を1 として他のダイオキシン類の異性体の毒性の強さを換算した係数が用いられる。ダイオキシン類の量や毒

性は、この毒性等価係数（TEF）を用いてダイオキシン類の毒性を足し合わせた値（毒性等量（TEQ））が用いら

れる。



- 6 - 

４．環境保全計画 

（１）排ガス対策 

可燃ごみ処理施設から発生する排ガスは、法令等基準値に対して、より厳しい基準値を設け

て、最新の技術により適正に処理することで基準値を遵守する。その対策として、ばいじんは

ろ過式集じん器にて捕集し、塩化水素及び硫黄酸化物は消石灰や炭酸水素ナトリウム等のアル

カリ剤と反応させる乾式法を、窒素酸化物はアンモニア水や尿素水等の還元剤と反応させる無

触媒脱硝法を用いて基準値以下まで除去する計画とする。ダイオキシン類及び水銀について

は、活性炭により吸着し、ろ過式集じん器にて捕集する。 

（２）排水対策 

本施設から排出されるプラント排水及び生活排水は、クローズドシステム（無放流方式）と

することで、建物外部に流出させない計画とする。雨水排水は、一部はプラントの再利用水と

して使用し、その他は雨水浸透設備により地下浸透する計画とする。 

（３）騒音対策 

騒音源のひとつとなる出力の大きな原動機を持つ設備については、低騒音型の機器を採用す

るとともに、著しい騒音を発生する機器類については、騒音の伝播を緩和させるため、隔壁及

び防音室を設け、機器側における騒音が約 85dB を超えると予想される機器については、原

則として減音対策を施す計画とする。また、騒音を発生する機器を設置する部屋の壁及び天井

には、吸音材を貼る計画とする。 

（４）振動対策 

振動源のひとつとなる出力の大きな原動機を持つ設備については、十分な防振対策を施すこと

とし、著しい振動を発生する機器類は、振動の伝播を緩和させるため、緩衝材又は堅固な基礎を

設ける等、振動が施設全体に及ばないように配慮した計画とする。また、振動を発生する設備が

載る床は、床板を厚くし、小梁を有効に配置するといった構造強度を確保する計画とする。 

（５）悪臭対策 

主な臭気発生源はプラットホーム及びごみピットである。プラットホームは臭気が外部に漏

れない構造かつ、プラットホーム出入り口にはエアカーテンを設け、プラットホーム内の臭気

漏洩を防止する計画とする。ごみピットは投入扉を気密に保ち、ピット内を負圧に保つこと

で、外部に臭気が漏洩しない計画とする。また、ごみピット内を負圧に保つために吸引した空

気は燃焼用空気として焼却炉内へ送り込み、高温で分解する計画とする。 

 

５．残さ処理計画 

（１）可燃ごみ処理施設における残さ処理計画 

可燃ごみ処理施設から発生する最終生成物である焼却灰及び飛灰固化物の処理について、北

東北圏内にある資源化技術を有する事業者（セメント原料化事業者）及び近隣の埋立処分事業

者に、将来の 20 年間の長期的な受入契約の可能性を確認すべくアンケート調査を実施した。

その結果、資源化事業者から現時点では長期受入契約は難しいと回答があった。そのため、当

面は長期受入契約も可能であるとの回答が得られた埋立処分事業者へ委託を行う計画とする。 

（２）不燃ごみ・粗大ごみ処理施設における残さ処理計画 

不燃ごみ・粗大ごみ処理施設から発生する最終生成物である鉄及びアルミは、引取業者に引

き渡し、資源化する計画とする。また、可燃残さは可燃ごみ処理施設にて焼却処理し、不燃残

さは、近隣の埋立処分事業者へ委託し、埋立処分を行う計画とする。 
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６．余熱利用計画 

（１）本施設の余熱利用の基本方針 

焼却処理する廃棄物から可能な限り高効率にエネルギーを回収し、通常時及び災害時の安定したエ

ネルギー源として自立するとともに、回収したエネルギーを利用先へ効率的かつ安定的に供給する。 

（２）外部環境（東北電力への系統連系の状況） 

東北北部エリアでは送電線の空容量が無く、系統連系が出来ない状況である。そのため東北電

力では、電源接続案件募集プロセスを実施し、系統増強を行うこととしている。本案件による系

統増強工事は１０年以上かかる見込みであり、仮に接続できるとしてもこの工事の完了以降とな

り、接続に係る費用負担も高額になるとされている。 

（３）エネルギー利用の優先順位 

系統連系を活用できない期間 

① 安定したごみ処理へのエネルギー利用 

ⅰ 可燃ごみ処理施設にて自己消費（蒸気） 

ⅱ 可燃ごみ処理施設にて自己消費（電力） 

ⅲ 不燃ごみ・粗大ごみ処理施設に供給（電力） 

ⅳ 場内ロードヒーティング設備に供給（温水） 

② 地域に貢献するエネルギー利用 

・ 自営線の設置による電力供給や熱導管の設置による熱供給 

系統連系を活用できる期間 

① 系統連系を活用できない期間に採用したエネルギー利用の継続 

② 系統連系を活用した電力供給 

 

７．プラント計画 

（１）可燃ごみ処理施設 

設 備 名 仕 様 概 要 

受 入 供 給 設 備 
ピット＆クレーン方式 

切断機（粗大ごみ用） 

燃 焼 設 備 ストーカ式焼却方式 

燃 焼 ガ ス 冷 却 設 備 廃熱ボイラ方式 

排 ガ ス 処 理 設 備 

ばいじん ろ過式集じん器 

塩化水素・硫黄酸化物 乾式 HCl・SOｘ除去装置 

窒素酸化物 無触媒脱硝装置 

ダイオキシン類・水銀 ろ過式集じん器、活性炭吹込み装置（必要に応じて） 

余 熱 利 用 設 備 蒸気タービン発電、場内給湯、構内道路の融雪など 

通 風 設 備 平衡通風方式 

灰 出 し 設 備 

処理 
焼却灰  ：なし 

飛灰   ：薬剤処理 

貯留搬出 
焼却灰  ：ピット&クレーン方式 

飛灰固化物：バンカ方式又はピット＆クレーン方式 

給 水 設 備 
プラント用水  上水及び井水 

生活用水    上水及び井水 

排 水 処 理 設 備 

プラント系排水 クローズドシステム（無放流方式） 

生活系排水   クローズドシステム（無放流方式） 

ごみ汚水    ろ過後炉内噴霧又はごみピット返送 

電 気 設 備 高圧１回線受電 

計 装 設 備 分散型自動制御システム 
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（２）不燃ごみ・粗大ごみ処理施設 

設 備 名 仕 様 概 要 

受入供給設備 受入貯留ヤード＋ダンピングボックス＋受入ホッパ方式 

破砕設備 
低速回転式（不燃ごみ、粗大ごみ共用） 

高速回転式（不燃ごみ、粗大ごみ共用） 

選別設備 機械選別方式（鉄、アルミ、不燃物、可燃物） 

貯留搬出設備 

鉄、アルミ：貯留ホッパ→ストックヤード→搬出 

可燃残さ ：貯留ホッパ→可燃ごみ処理施設ごみピット 

不燃残さ ：貯留ホッパ→搬出 

処理不適物：ストックヤード→搬出 

 

８．建築計画 

（１）諸室計画 

ごみ処理の安定稼働のために必要な諸室を設けるとともに、円滑かつ安全な搬入出、各種処

理、見学受入等が行え、作業員の安全性を確保することが可能な計画とする。また、大規模修

繕等の更新やメンテナンス性に配慮する計画とする。 

（２）バリアフリー計画 

「秋田県バリアフリー社会の形成に関する条例」をはじめとした各種法令・条例に基づくと

ともに、多様な利用者のニーズに応え、子ども、高齢者や車いす利用者なども円滑に施設を利

用できるよう配慮した計画とする。 

（３）見学・学習機能計画 

１市３町の小学生をはじめとした市民等の見学者に対し、１市３町が進めているごみ減量化

の取り組みを紹介することやごみの発生から処理までの過程を理解していただくために、映像

展示、実物展示、体験型展示、タッチパネルディスプレイなど五感を使った展示内容を盛り込

み、見学者が主体的に学び、楽しむことができる見学・学習設備を設ける計画とする。 

（４）建築デザイン計画 

建物形状は、高さを抑え、圧迫感を軽減するとともに、外観の色彩、材質に配慮し、国道や

道の駅みねはま、ポンポコ山自然公園等の施設からの眺めに配慮したデザイン計画とする。 

（５）建築構造計画 

本施設は、災害時の被災を最小限とし、施設の継続した運用が求められること、見学者の受

け入れを行う施設であることを考慮した計画とする。 

（６）建築設備計画 

省エネルギー化、自然エネルギーの活用等環境負荷低減に配慮した計画とする。また、設備

機器の清掃、点検、更新のしやすさやメンテナンス性に優れた計画する。 

（７）外構計画 

構内道路や駐車場の計画は安全な歩行者動線の確保に配慮した計画とするとともに、凍結防

止策を施した計画とする。構内サインや照明計画は安全でわかりやすい動線を形成することが

可能な計画とする。また、周辺環境に配慮した植栽計画を行い良好な景観形成に寄与するとと

もに、事業実施区域との境界は全周にフェンスを設けるなど安全対策を施す。 

（８）配置計画 

施設の配置計画方針は次頁に示すとおりである。安全面を重視し、爆発事故等によるリスク

を分散するために可燃ごみ処理施設と不燃ごみ・粗大ごみ処理施設は別棟として計画する。 
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※概略配置計画例であり、実際の配置はプラントメーカの提案によるものとなる。 
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９．造成計画 

（１）計画地盤高さ 

能代市津波ハザードマップ上で建設地西側の一部が 0.5～3.0m の浸水深が想定されている

ことを考慮し、計画地盤高さを想定浸水深より高い TP=17.5m 以上に計画する。また、想定浸

水は津波によるものであるため、津波のせり上がりも考慮した計画とする。 

（２）造成方法 

景観に配慮すると共に、隣接地等に圧迫感を与えないため、造成方法は擁壁を設けない切土、

盛土の土構造を基本とする。 

（３）取付道路 

取付道路は車両のすれ違いが可能となるように拡幅するものとする。また、寒冷地であるこ

とを考慮して傾斜路の勾配を設定すると共に、必要に応じて凍結防止策を施す。 

（４）雨水排水 

敷地内で発生する雨水については、周辺敷地や河川へ放流することがないよう、可能な限り

場内で浸透処理する計画とする。 

 

１０．事業全体スケジュール 

 

１ 基本設計

２ 現況調査（測量・地質）

３ ＰＦＩ等導入可能性調査

４ 生活環境影響調査

５ 用地取得

６ 都市計画決定

７ 事業者募集・評価・選定

８ 設計・建設工事

９ 施設稼働

注）本スケジュールは予定であり、社会情勢等により変更となる場合がある。

主な業務等 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

都市計画決定（令和３年１月頃）

入札公告（令和３年２月頃）

事業契約締結（令和３年12月頃）

公告・縦覧（令和２年10月頃）

都市計画審議会（令和２年12月頃）

供用開始（令和８年４月頃）

（実施設計）
（造成工事）

（本体工事）


